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○開成町都市計画審議会条例（昭和 45年８月 10日条例第 23号） 

改 正 

昭和 57年６月 21日条例第 18号 

平成 11年３月 11日条例第 11号 

平成 12年３月 23日条例第２号 

平成 15年３月 19日条例第２号 

（設置） 

第１条 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 77条の２第１項の規定に基づき、同法

によりその権限に属させられた事項を調査審議させ、及び町長の諮問に応じ都市計画に

関する事項を調査審議させるため、開成町都市計画審議会（以下「審議会」という。）を

置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 都市計画法第 19 条の規定により都市計画を決定する場合における事前審議に関す

ること。 

(２) 町長の諮問に応じ、都市計画に関する事項について調査審議すること。 

(３) 都市計画に関する事項について関係行政機関に建議すること。 

(４) その他町長が都市計画上必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員 10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、都道府県都市計画審議会及び市町村都市計画審議会の組織及び運営の基準を

定める政令（昭和 44年政令第 11号）第３条第１項及び第２項に規定する者のうちから、

町長が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（臨時委員及び専門委員） 

第４条 審議会に特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員若干人を

置くことができる。 

２ 審議会に専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くこと

ができる。 

３ 臨時委員及び専門委員は、町長が委嘱し、又は任命する。 

４ 臨時委員は、その特別の事項に関する調査審議が終了したとき、専門委員は、その専

門の事項に関する調査が終了したときは、解嘱され、又は解任されるものとする。 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、会長は、学識経験のある者につき任命された委員のうちか

ら委員の選挙によってこれを定める。 
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２ 会長は会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（議事） 

第６条 審議会の会議は会長が招集する。 

２ 審議会は、委員及び議案に関係のある臨時委員の２分の１以上が出席しなければ会議

を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議案に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、

可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（幹事） 

第７条 審議会に、幹事若干人を置く。 

２ 幹事は、町職員のうちから町長が任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受け会務を処理する。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、まちづくり部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、町長が定める。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例に基づき招集される最初の審議会の会議については、第６条の規定にかかわ

らず、町長がこれを招集する。 

附 則（昭和 57年６月 21日条例第 18号） 

この条例は、昭和 57年７月１日から施行する。 

附 則（平成 11年３月 11日条例第 11号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成 11年５月１日から適用する。 

附 則（平成 12年３月 23日条例第２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に開成町都市計画審議会の委員である者の任期は、その者が委

員に委嘱された日から起算して２年とする。 

附 則（平成 15年３月 19日条例第２号） 

この条例は、平成 15年４月１日より施行する。 
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－１－ 

Ⅰ 都市計画制度の概要 

 

（１）都市計画制度の動向 

 

   都市計画制度は、平成 12年４月に施行された地方分権一括法により、都市計画事務が、自

治事務となり、地域が主体となって、地域ごとの課題に的確に対応し得る柔軟性と透明性を備

えた制度となりました。 

   また、平成 24年４月には、地方分権に係る第２次一括法により、都市計画に関する決定権

限の多くが都道府県から市町村に移譲され、さらに、平成 27年６月には、地方分権に係る第

４次一括法により、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラ

ン）」の決定権限が指定都市に移譲され、都市計画の分野においても、地方分権は大きな流れ

となっています。 

一方で、都市の成長、拡大を前提とした現都市計画法が制定されてから40年以上が経過し、

本格的な人口減少社会の到来、高齢化の加速などの社会環境の転換期にあって、都市計画制度

の抜本的な見直しが求められているところです。 

県としては、こうした状況を踏まえ、地域の実情に応じた土地利用と地域資源や既存ストッ

クの有効活用などによる都市計画を進めることで、引き続き都市の健全な発展と秩序ある整備

に努めてまいります。 

 

（２）都市計画の内容 

 

   都市計画は、都市の長期的なビジョン（マスタープラン）を示すとともに、土地利用、都市

施設、市街地開発事業等に関する計画を定めます。 

   都市計画に関するマスタープランには、県が定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針（都市計画区域マスタープラン）」と市町村が定める「市町村の都市計画に関する基本的

な方針（市町村マスタープラン）」があります。 

  都市計画区域マスタープランには、都市計画の目標や土地利用の方針及び交通体系の整備の

方針等を定めています。また、市町村マスタープランは、地域別のあるべき市街地像、地域別

の整備拡大に応じた整備方針等を詳細かつ総合的に定めるものです。 

   なお、県内ではすべての市町が、市町村マスタープランを定めています。 

● 都市計画の体系 ● 

                              土地利用に関する計画  

                          区域区分、地域地区など、土地利用 

                          について規制、誘導するための計画 

 

                           都市施設の整備に関する計画  

                          道路、公園、下水道など都市にとっ 

                          て必要な施設について定める計画 

                                                     

                                                     市街地開発事業に関する計画  

                          土地区画整理事業、市街地再開発事 

業などの事業について定める計画 

 都市再開発方針等  

 

都市計画に関するマスタープラン    

 
 

 
 

 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

都市計画区域マスタープラン 

市町村の都市計画に関する基本的な方針 

市町村マスタープラン 



－２－ 

  区域区分              第一種低層住居専用地域 

                         第二種低層住居専用地域 

         地域地区       用途地域    第一種中高層住居専用地域 

                         第二種中高層住居専用地域 

                         第一種住居地域 

                         第二種住居地域 

                         準住居地域 

                         近隣商業地域 

                         商業地域 

準工業地域  

                         工業地域        特別工業地区 

                          工業専用地域    事務所地区 

                                     観光地区 

                 特別用途地区*            特別業務地区 

                 横浜都心機能誘導地区 等 

特定用途制限地域         

                    特例容積率適用地区、高層住居誘導地区、高度地区、高度利用地区、 

特定街区、都市再生特別地区、居住調整地域、特定用途誘導地区 

                   防火地域、準防火地域、特定防災街区整備地区 

                    景観地区、風致地区 

                    駐車場整備地区、臨港地区、 

緑地保全地域、特別緑地保全地区、緑化地域、生産緑地地区 

                    流通業務地区 

                    伝統的建造物群保存地区、歴史的風土特別保存地区 等 

 

                    市街地再開発促進区域 

          促進区域      土地区画整理促進区域 

          遊休土地転換利用促進地区    住宅街区整備促進区域 等 

          被災市街地復興推進地域 
 

               道路、都市高速鉄道、駐車場、自動車ターミナル、その他の交通施設 

                    公園、緑地、広場、墓園、その他の公共空地 

                    水道、電気供給施設、ガス供給施設、下水道、汚物処理場、 

                    ごみ焼却場、その他の供給施設又は処理施設 

                      河川、運河、その他の水路 

                      学校、図書館、研究施設、その他の教育文化施設 

                      病院、保育所、その他の医療施設又は社会福祉施設 

                      市場、と畜場、火葬場 

                      一団地の住宅施設、一団地の官公庁施設 

                    その他   電気通信事業用施設、防風・防火・防水・防雪・防砂・防潮施設 等 

 

市街地開発事業       土地区画整理事業 

                    新住宅市街地開発事業 

                    市街地再開発事業 

新都市基盤整備事業、工業団地造成事業、住宅街区整備事業 等 

         市街地開発事業等    新住宅市街地開発事業の予定区域 

         予定区域         新都市基盤整備事業の予定区域 

                    流通業務団地の予定区域 等 
 

               地区計画 
                    防災街区整備地区計画 

                                    歴史的風致維持向上地区計画 

                    沿道地区計画 

                    集落地区計画 
 

※ 本表は、平成29年４月１日現在の都市計画の体系で、   は、神奈川県内において決定されているものです。 

＊ 特別用途地区の各類型は、現在の都市計画法にはないが、県内において都市計画決定されているものとして表記しています。 

市 街 地 
開発事業等 

都市施設 

土地利用 

地区計画等 
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①県が定める都市計画の決定手続 
 

 

 

申   通                                                 

出   知                                     

 

 

 

 

    提 

    案 

                                                      

 

 

 
 

②指定都市が定める都市計画の決定手続 

※ 指定都市の特例（87条の２）以外の都市計画については、次の③の手続に同じ。 
 

 

 

 

提 

案                             

 

 

 

 

 

 

 

  
 

③市町が定める都市計画の決定手続 
 

 

 

 

提                             

案 

 

 

 

 

 

 

  
 

※ 平成29年４月１日現在の法規定による手続 

※ 条文の記載はすべて都市計画法 

※ 実線太枠内：法定手続  ※ 実線細枠内：法定手続のうち必要がある場合のみ行う手続 

※ 実線二重枠内：法定手続のうち住民等からの意見を反映する手続 

※ 点線枠内：任意的な手続 

※ 地区計画等に関する都市計画については、原案作成段階で一定の利害関係者に対する意見聴取手続

を条例で定めることができます。（16条３項） 

市町の案となる

べき事項の申出 
（15条の2 1項） 

素案の決定 

都市計画の 

提案 
（21条の2 ） 

原案の作成 

市町の 

意見聴取 
（18条1項） 

案の公告 

及び縦覧 
（17条1項） 

県都市計画 

審議会 
（18条1項） 

都市計画の 

決定 

公聴会の開催等 
（16条1項） 

 

地方整備局 

との事前協議 

意見書の提出 
（17条2項） 

 

市町都市計画 

審議会 
国土交通大臣 

との協議 
（18条3項） 

関係行政 

機関等の 

調整（23条）

要旨 

（３）都市計画の決定手続 

告示及び 

永久縦覧 
（20条1項、2項） 

 

都市計画の 

提案 
（21条の2 ） 

原案の作成 

公聴会の開催等 
（16条1項） 

 

案の公告 

及び縦覧 
（17条1項） 

 

指定都市 

都市計画審議会 
（19条1項） 

都市計画の 

決定 

関係行政 

機関等の 

調整（23条）

国土交通大臣 

との協議 
（87条の2 4項） 

意見書の提出 
（17条2項） 

 

要旨 

同

意 
協

議
 

添 意 知 
付 見 事 
   の の 

知事の意見 
（87条の2  6項）

 

告示及び 

永久縦覧 
（20条1項、2項） 

 

回

答 
聴

取 

都市計画の 

提案 
（21条の2 ） 

原案の作成 

公聴会の開催等 
（16条1項） 

 

案の公告 

及び縦覧 
（17条1項） 

 

市町 

都市計画審議会 
（19条1項） 

 

都市計画の 

決定 

知事との協議 
（19条3項） 

意見書の提出 
（17条2項） 

 

要旨 

(市) 
回 
答 

協

議
 

 

告示及び 

永久縦覧 
（20条1項、2項） 

 

協

議
 

同

意 

(町)
同 
意 
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④都市計画と環境影響評価手続 
 都市計画は、都市の健全な発展と秩序ある整備を図ることを目的として、良好な都市環境を保
持することとされています。 
 そこで、一定の規模の都市計画については、事業が環境に及ぼす影響を予測評価する「環境影
響評価制度」、いわゆる環境アセスメント制度の対象となります。 
 環境影響評価法の対象となる都市計画については、以下の手続を経て、自然環境・生活環境と
調和した都市計画が決定されます。 

 

● 手 続 の 流 れ（平成29年４月１日現在） ● 
【都市計画手続】      【環境アセスメント手続】 
（都市計画法）         （環境影響評価法〈読替規定〉） 

 

（構想段階手続）         配慮書（3条の3、3条の10）第二種事業の場合は任意 
 

計画の概要                 事業の種類・規模 
 
 
                        国土交通大臣・許認可権者へ第二種事業の届出（4条1項） 
 

知事意見（4条2項） 
 

国土交通大臣・許認可権者の環境影響評価要否判定（4条3項） 
 
 

                  方法書（5、6条） 
 

公告・縦覧（7条）・方法書説明会（7条の2）・方法書意見書（8条） 
 

知事意見（10条1項、3項）(※)   市町村長意見（10条2項） 
 

都市計画の素案作成            アセスの実施（11、12条） 
 

都市計画の説明会              準備書（14、15条） 
 

公聴会（16条1項）               公告・縦覧（16条）・準備書説明会（17条）・準備書意見書（18条） 
 

都市計画案                 見解書（19条） 
 
公告・縦覧・都市計画意見書（17条1項、2項）          知事意見（20条1項、3項）(※)  市町村長意見（20条2項） 
 
                                                  評価書（21条） 
 
                     国土交通大臣意見（22条2項） 
 
                                                補正評価書（25条） 
 

都市計画審議会（18条1項）                都市計画審議会（25条3項） 
 

国土交通大臣同意（18条3項）             国土交通大臣審査（42条3項） 
 
都市計画決定 告示・永久縦覧（20条1項、2項）             公告・縦覧（27条）  
                              
                        報告書（38条の2） 
 

（※） 事業の影響が政令で定める市（横浜市･川崎市･相模原市）の区域に限られる場合には、市
長が直接意見を述べます。この場合にも、知事は必要に応じ、意見を述べることができます。 

 

１ 法対象事業は、法に基づく環境影響評価の手続が必要となるとともに、神奈川県環境影響評価
条例に基づき、法の評価項目に含まれない電波障害、地域分断、安全などの環境影響評価の手続
が必要となります。 

２ 法対象外事業であっても、神奈川県環境影響評価条例の対象となる事業については、条例に基
づく環境影響評価の手続が必要となります。 

環境大臣意見（23条） 

許認可権者意見（24条） 

ス 
ク 
リ 
｜ 
ニ 
ン 
グ 

ス 
コ 
｜ 
ピ 
ン 
グ 

第 
一 
種 
事 
業 

第 
二 
種 
事 
業 
に 
係 
る 
判 
定 

調 
査 
項 
目 
等 
の 
選 
定 

調整 

同時 

併せて付議 

同時 



区域区分の有無及び方針並びに国の利害に
重大な関係がある都市計画の決定の方針

○

その他 ○

○

○

○

二以上の市町村の区域にわたる面積10ha以上のもの ○

その他

国際戦略港湾・国際拠点港湾 ○

重要港湾 ○

その他

○

二以上の市町村の区域にわたるもの ○

その他

二以上の市町村の区域にわたる面積10ha以上のもの ○

その他

○

○

○

○

○

○

高速自動車国道 ○

首都高速道路 ○

その他 ○

○

第１種 ●

第２種・第３種 ●

その他

○

風致地区
○

○

○

○

市町村決定

特定用途制限地域

高度地区

特定防災街区整備地区

景観地区

駐車場整備地区

居住調整地域

都道府県(指定都市(＊1))決定

都　市　計　画　の　内　容

都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針

特別用途地区

都市再開発方針等

区域区分

大臣同意必要大臣協議不要

地
　
　
域
　
　
地
　
　
区

 市 ：都道府県知事協議（同意不要）

都市再生特別地区

防火地域・準防火地域

用途地域

○

○

○

特定用途誘導地区

緑化地域

流通業務地区

生産緑地地区

伝統的建造物群保存地区

臨港地区

歴史的風土特別保存地区

（近郊緑地特別保全地区）

特別緑地保全地区

緑地保全地域

⑤都市計画決定権者一覧

都市高速鉄道

駐車場

空港

自動車専用道路

道
路

促
進
区
域

航空機騒音障害防止地区

航空機騒音障害防止特別地区

○

○

一般国道

遊休土地転換利用促進地区

被災市街地復興推進地域

都
　
　
市
　
　
施
　
　
設

その他の道路

自動車ターミナル

都道府県道

市街地再開発促進区域

○

○

町村：都道府県知事協議（同意必要）

○

○

○

○

○

○

○

（平成29年４月１日現在）

○

○

○

○

○

○土地区画整理促進区域

住宅街区整備促進区域

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

○

○

○

特例容積率適用地区

高層住居誘導地区

○

○

○

高度利用地区

特定街区
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市町村決定

 市 ：都道府県知事協議（同意不要）

町村：都道府県知事協議（同意必要）

国が設置する公園・緑地で面積が10ha以上のもの ●

国が設置する広場・墓園で面積が10ha以上のもの ○

県が設置する面積10ha以上のもの ○

その他 ○

○

水道用水供給事業 ●

その他 ○

○

排水区域が二以上の市町村の区域 ●

その他 ○

●

○

産業廃棄物処理施設 ○

その他 ○

○

一級河川 ●

二級河川 ○(＊2)

準用河川 ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○(＊4)

○(＊4)

○(＊4)

○(＊4)

○(＊4)

都道府県(指定都市(＊1))決定

  （土地区画整理事業：50ha超、市街地再開発事業：3ha超、住宅街区整備事業：20ha超、防災街区整備事業：3ha超）

＊2　指定都市が決定するのは、一の指定都市の区域内に存するものに限ります。

下
水
道 流域下水道

＊1　●印の都市計画は、指定都市の区域においても都道府県決定となります。

市
街
地
開
発
事
業

新都市基盤整備事業

住宅街区整備事業(＊3)

工業団地造成事業

一団地の官公庁施設

流通業務団地

一団地の復興拠点市街地形成施設

都
　
　
市
　
　
施
　
　
設

防災街区整備事業(＊3)

その他

地域冷暖房施設

河川

公園・緑地・
広場・墓園

大臣同意必要大臣協議不要

運河

図書館・研究施設等

汚物処理場・
ごみ焼却場

公共下水道

その他公共空地

都　市　計　画　の　内　容

電気・ガス供給施設

水道

一団地の官公庁施設予定区域

流通業務団地予定区域

新住宅市街地開発事業

一団地の津波防災拠点市街地形成施設

病院・保育所等

市場・と畜場

火葬場

防潮施設

電気通信事業用施設

防風・防火・防水・防雪及び防砂施設

防災街区整備地区計画

歴史的風致維持向上地区計画

＊3　政令で定める大規模なものであって、国の機関又は都道府県が施行すると見込まれるものを除きます。

＊4　都道府県知事への協議事項は、地区計画の位置・区域、地区施設（幅員８ｍ以上の道路）の配置・規模に限定されています。

市
街
地
開
発
事
業
等

予
定
区
域

新都市基盤整備事業予定区域

面積20ha以上の一団地の住宅施設予定区域

新住宅市街地開発事業予定区域

工業団地造成事業予定区域

学校

一団地の住宅施設

土地区画整理事業(＊3)

市街地再開発事業(＊3)

沿道地区計画

集落地区計画

地
区
計
画
等

※　本表は、都市再生特別措置法の都市再生整備計画による権限移譲を受けた都市計画決定等の場合を除きます。

地区計画
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（４）都市計画審議会 

 

   都市計画審議会は、都市計画法第 77条に基づく知事の附属機関で、知事が都市計画を定め

ようとする場合、さらに、知事の諮問に応じ都市計画に関する事項を調査審議するために設置

されるものです。その組織及び運営については、都道府県の条例で定められています。 

 

○神奈川県都市計画審議会条例 

（昭和44年３月31日神奈川県条例第11号）  

 

（趣 旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第77条第３項の規定に基づき、

神奈川県都市計画審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

（組織等） 

第２条 審議会は、次の各号に掲げる者のうちから当該各号に定める人数以内で知事が委嘱し、

又は任命する委員をもつて組織する。 

 (1) 学識経験のある者                 ９人 

 (2) 関係行政機関の職員               ６人 

 (3) 市町村の長を代表する者           ３人 

 (4) 神奈川県議会議員                 ９人 

 (5) 市町村の議会の議長を代表する者   ３人 

２ 前項第１号の委員の任期は、２年とする。ただし、同号の委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 

（臨時委員及び専門委員） 

第３条 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこと

ができる。 

２ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

３ 臨時委員及び専門委員は、知事が委嘱し、又は任命する。 

４ 臨時委員は当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき、専門委員は当該専門の事項

に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（会 長） 

第４条 審議会に会長を置き、第２条第１項第１号の委員のうちから委員の選挙によつてこれ

を定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 
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（会 議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を

開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもつて決し、可

否同数のときは、会長の決するところによる。 

 

（常務委員会） 

第６条 審議会は、その権限に属する事項のうち軽易なものを処理するため常務委員会を置く

ことができる。 

２ 常務委員会は、会長及び会長の指名した委員をもつて組織する。 

３ 前条の規定は、常務委員会に準用する。 

  

（幹事及び書記） 

第７条 審議会に、幹事及び書記を置く。 

２ 幹事及び書記は、神奈川県職員のうちから知事が任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受け、審議会の事務を処理する。 

４ 書記は、庶務に従事する。 

  

（会長への委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会には

かつて定める。 

 

   附 則 

 この条例は、都市計画法の施行の日〔昭和44年６月14日〕から施行する。 

   附 則 

 この条例は、平成12年４月１日から施行する。 
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48 7 ( 27～ 33) 134 26 14 27 26 18 14 3 1
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※ 平成12年４月１日に地方分権一括法が施行され、市町決定案件は、神奈川県都市計画審議会に付議されなくなりました。
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（５）都市計画の制限 
 

   都市計画が決定されることにより、都市計画制限とよばれる制限が働くことになります。こ

の制限は、合理的な土地利用の実現と将来の都市計画事業の円滑な実施を実現することを目的

としており、以下のものがあります。 

 

①区域区分（線引き制度）と開発許可制度 

開発許可制度は、都市の周辺部における無秩序な市街化を防止するため、市街化区域におい

ては、500㎡以上、市街化調整区域においては全ての開発行為について知事の許可（政令市、

中核市、特例市及び事務処理市においては市長。以下同じ）が必要となるとともに（法29条）、

開発等に伴って必要な道路、排水施設などの公共施設の整備を義務づけています。（法33条） 

また、市街化区域及び市街化調整区域を定めていない都市計画区域においては1,000㎡以上

の開発行為を行う場合、知事の許可が必要となります。（都市計画法第 34条第 12号の規定に

よる開発許可等の基準を定める条例３条） 

 

②地域地区内、促進区域及び地区計画等の区域内における建築行為等の制限 

用途地域等の地域地区が定められた区域内の建築物の用途及び形態は、地域地区の規制内容

に適合しなければなりません。 

 

  ③市街地開発事業等予定区域の区域内における建築行為等の制限 

   市街地開発事業等予定区域内において、建築行為等を行おうとする場合は、知事又は市長の

許可（以下「知事等の許可」という。）が必要となります。（法52条の２） 

 

  ④都市計画施設等の区域内における建築の制限（狭義の都市計画制限） 

  都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内で建築を行おうとする場合は、知事等

の許可が必要となります。（法53条） 

 

 ⑤都市計画事業制限 

  都市計画事業の認可又は承認が行われると、事業地内においては、都市計画事業の施行の障

害となるおそれがある建築行為等を行おうとする場合は、知事等の許可が必要となります。（法

65条） 

  また、都市計画事業については、事業の性質上極めて公共性が強いため、土地収用法の規定

が適用されます。（法69条） 



－11－ 

都市計画関連法体系                            【参考】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市地域 

農業地域 

○農業振興地域の整備に関する法律 

森林地域 

        ○森林法 

自然公園地域 

        ○自然公園法 

自然保全地域 

○自然環境保全法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○土地基本法     ○国土形成計画法（国土形成計画） 

            ○多極分散型国土形成促進法 

○国土利用計画法   ○首都圏整備法、近畿圏整備法、中部圏開発整備法 

（国土利用計画）   ○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 

（土地利用基本計画） ○山村振興法、離島振興法 

            ○その他 

 

○都市再開発法 

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 

○大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法 

○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律  （再掲） 

○建築基準法 

○駐車場法 

○港湾法 

○都市緑地法 

○古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法 

○生産緑地法 

○流通業務市街地の整備に関する法律 

○文化財保護法 

○特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法 

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律        （再掲） 

○景観法 

○都市再生特別措置法 等 

○大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法  （再掲） 

○都市再開発法                           （再掲） 

○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 （再掲） 

○被災市街地復興特別措置法 

○道路法   ○鉄道事業法 ○軌道法   ○駐車場法（再掲） 

○都市鉄道等利便増進法   ○都市公園法 ○下水道法 

○河川法   ○運河法   ○卸売市場法 ○と畜場法   

○官公庁施設の建設等に関する法律 

○流通業務市街地の整備に関する法律（再掲） 等 

       ＊用地取得 ○土地収用法 

             ○大深度地下の公共的使用に関する特別措置法 

             ○公有地の拡大の推進に関する法律 

             ○都市開発資金の貸付けに関する法律 

       ＊整備財源 ○地方税法 

○土地区画整理法     ○新住宅市街地開発法 

○都市再開発法（再掲）  ○新都市基盤整備法 

○大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法  （再掲） 

○首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律 

○近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律 

○都市再開発法                           （再掲） 

○密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律        （再掲） 

○地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 

○幹線道路の沿道の整備に関する法律 

○集落地域整備法 

○景観法（再掲） ○屋外広告物法 ○市民農園整備促進法 

○特定市街化区域農地の固定資産税の課税の適正化に伴う宅地化促進臨時措置法 

○特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律 

○都市農業振興基本法 

○国際観光文化都市の整備のための財政上の措置等に関する法律  

○津波防災地域づくりに関する法律 ○都市の低炭素化の促進に関する法律  

○大規模災害からの復興に関する法律  等 

 

都

市

計

画

法 

マスタープラン 

地 域 地 区 

促 進 区 域 

被 災 市 街 地 

復興推進地域 

都 市 施 設 

市 街 地 

開 発 事 業 

地 区 計 画 等 

そ の 他 
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Ⅱ 都市計画区域 

 

都市は、多くの人が住み、働き、学び、そして憩うところですが、都市計画区域は、この都

市の健全で秩序あるまちづくりを進めるため、区域区分（市街化区域と市街化調整区域との区

分）、用途地域、都市施設などの都市計画を定める一定の区域のことです。 

 現在では清川村を除く 19 市 13 町に 30 都市計画区域が指定され、その面積は約 199,702ha

となっています。（平成 29 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              凡例 

 

 

川崎市 

横浜市 

鎌倉市 

逗子市 

葉山町 

横須賀市 

茅ヶ崎市 

平塚市 

伊勢原市 秦野市 

大磯町 

座間市 

厚木市 

小田原市 

南足柄市 

山北町 

愛川町 

清川村 

中 
大井町 

大
和
市 

綾
瀬
市 

海
老
名
市 松

田
町 

寒
川
町 

三
浦
市 

真鶴町 

藤
沢
市 

井 
町 

凡 例 

市町村界 

  
    都市計画区域 （線引き区域） 

       都市計画区域 （非線引き区域） 

  
   都市計画区域外 

 

 ※相模原市は市内に、２つの都市計画区域があります。 

・相模原都市計画区域（線引き区域） 

・相模湖津久井都市計画区域（非線引き区域） 

開成町 

二宮町 

 

箱根町 

湯河原町 

相模原市 

 



（平成29年４月１日現在）

都　　市 都市計画法 最 終 区 域

圏　　域 適用年月日 決定年月日 面積(ha) 人口(千人)

川崎・横浜 大  9. 1. 1 昭 61. 7.15 43,579 3,728.1 横浜市全域

昭  3. 4. 1 昭 50. 5.30 14,435 1,496.0 川崎市全域

58,014 5,224.1

三浦半島 昭  3. 1. 1 昭 25. 7. 1 10,083 401.3 横須賀市全域

昭  8.11.18 昭 52. 3.30 3,953 172.4 鎌倉市全域

昭  9.11.21 昭 52. 3.30 1,728 57.5 逗子市全域

昭  9. 2.26 昭 30.11.15 3,144 44.1 三浦市全域

昭 12. 5.31 昭 52. 3.30 1,704 32.0 葉山町全域

20,612 707.3

湘  　南 昭  7.11.15 昭 33. 4.18 6,788 257.9 平塚市全域

昭  9. 2.26 昭 52. 3.30 6,957 427.5 藤沢市全域

昭  9. 2.26 昭 34.12.15 4,918 288.0 茅ヶ崎市及び寒川町全域

昭 23.10.26 昭 52. 3.30 10,376 166.1 秦野市全域

昭 28. 9.25 昭 34.12.24 5,556 102.0 伊勢原市全域

昭  9. 2.26 昭 29. 4.15 1,723 31.4 大磯町全域

昭 15. 3.25 昭 15. 3.25 908 28.1 二宮町全域

37,226 1,301.0

県  　央 昭 16. 4.29 平 28.12. 1 11,027 678.6
相模原市緑区一部、
中央区及び南区

昭 13. 8.23 平 元. 7.14 9,384 225.0 厚木市全域

昭 17. 9. 1 平 11.12. 1 2,709 234.3 大和市全域

昭 13. 8.23 平 元. 7.14 2,659 130.9 海老名市全域

昭 28.10.21 昭 28.10.21 1,757 129.3 座間市全域

昭 17. 9. 1 昭 17. 9. 1 2,214 84.3 綾瀬市全域

昭 37. 6. 8 昭 52. 3.30 3,428 40.0 愛川町全域

33,178 1,522.4

県  　西 昭 11. 3.18 昭 45. 6. 9 11,380 192.9 小田原市全域

昭 29. 7.29 平 14. 9.10 7,712 42.6 南足柄市全域

昭 38. 2.11 平 10.11.24 3,437 26.5 大井町及び中井町全域

昭 38. 2.11 平 10.11.24 571 9.2 松田町一部

昭 40. 8.11 平 14. 9.10 655 17.4 開成町全域

23,755 288.6

非 線 引 昭 30.12.15 昭 31. 1.27 2,153 9.1 山北町一部

昭 31. 4.23 昭 46.12.28 9,286 11.6 箱根町全域

昭 11. 3.18 昭 25.12. 8 4,801 31.7 湯河原町及び真鶴町全域

旧津久井 昭 51. 9. 1
旧相模湖 昭 23. 3.11

26,917 91.3

199,702 9,134.7 19市　13町

（注）清川村は、全域が都市計画区域外となっております。
 ※ 本表では、各都市圏域から非線引き都市計画区域を分けて記載しております。

都市計画法適用市町一覧

都 市 計 画 区 域

合　　　計

適　用　区　域

相模湖津久井 10,677 38.9 相模原市緑区一部

都市計画

区 域 名

横  　浜

川  　崎

横 須 賀

鎌 　 倉

逗  　子

三  　浦

海 老 名

葉  　山

平  　塚

藤 　 沢

茅 ヶ 崎

秦  　野

伊 勢 原

30都市計画区域

大  　井

松  　田

開  　成

箱  　根

大  　磯

二  　宮

相 模 原

厚　　木

大　　和

 ※ 相模原市は、線引き都市計画区域（相模原）と非線引き都市計画区域（相模湖津久井）があります。
 ※ 平成29年３月31日に、相模湖都市計画区域と津久井都市計画区域を１つの都市計画区域とし、相模湖津久井
   都市計画区域に変更しています。

平 29. 3.31

山  　北

湯 河 原

座　　間

綾　　瀬

愛　　川

小 田 原

南 足 柄
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Ⅲ 土地利用 
 

（１）市街化区域及び市街化調整区域 
 

 市街化区域及び市街化調整区域の区域区分、いわゆる線引き制度は、無秩序な市街地の拡大

を防ぎ、効率的な公共投資及び計画的な市街地形成を図るために都市計画区域を区分する、都

市計画における基本的な制度です。 

 この制度は、首都圏整備法で規定する既成市街地及び近郊整備地帯並びに指定都市の区域に

適用することとなっており、それ以外の都市計画区域（山北町、箱根町、湯河原町及び真鶴町）

では、その適用の有無について都市計画区域の整備、開発及び保全の方針で定めることとなっ

ています。 
 

■市街化区域（優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域） 

・道路、公園、下水道などを重点的に整備するほか、土地区画整理や都市再開発などの面的

整備事業を実施 

・一定規模の開発行為は、開発許可が必要 

・農地転用許可は不要（届出のみ） 
 

■市街化調整区域（市街化を抑制すべき区域） 

 ・都市基盤施設整備や面的整備事業は原則として行わない。 

 ・原則として、開発行為は農林漁業用など特定の場合を除き禁止 

 ・農地転用に際しては許可が必要 
 

■線引きの見直し 

  線引きについては、計画的な市街地整備の見直し、公共施設の整備状況などを踏まえて、

おおむね５年ごとの都市計画基礎調査の結果で行われるいわゆる定期見直しのほか、保留フ

レーム方式の活用等による適時適切な見直しを行っています。 

  平成 27年６月の地方分権に係る第４次一括法により、線引き見直しに関する権限が指定都

市に移譲されました。そのため、第７回線引き見直しから、各指定都市がそれぞれの都市計画区

域における線引きの見直しを行っています。 

 〔神奈川県の線引きの経緯〕 

  昭和45年     当初線引き 

  昭和52 ・ 54年  第１回見直し 

  昭和59年     第２回見直し 

平成 2 年     第３回見直し（横浜市は平成４年） 

  平成 9 年     第４回見直し 

平成13年     第５回見直し（横浜市及び川崎市は平成15年） 

  平成21 ・ 22年  第６回見直し 

  平成28年     第７回見直し（川崎市及び相模原市は平成29年） 
※第７回見直しから指定都市が見直しを行い、横浜市は平成29年度末までに見直し予定です。  

 

■保留フレーム方式 

  定期見直し時に、将来の想定人口や産業活動の見通しから、市街地として必要と見込まれる面

積（フレーム）の一部を保留しておき、その範囲内で計画的な市街地整備の見通しがついた時点で

農林漁業との必要な調整を行い、随時、市街化区域に編入できることとする制度です。 

なお、この保留フレームには、位置及び区域等を明示する特定保留区域と、位置及び区域等を

明示しない一般保留があります。 



都　　市 都市計画 都市計画 市 街 化 市街化調整 市 街 化

区域面積 区域面積 区 域 面 積 区 域 率

圏　　域 区 域 名 (ha) (ha) (ha) （%）

川崎・横浜 横 　 浜 横 浜 市 43,579 33,119 10,460 76.0

川  　崎 川 崎 市 14,435 12,728 1,707 88.2

58,014 45,847 12,167 79.0

三浦半島 横 須 賀 横須賀市 10,083 6,627 3,456 65.7

鎌  　倉 鎌 倉 市 3,953 2,569 1,384 65.0

逗  　子 逗 子 市 1,728 832 896 48.1

三  　浦 三 浦 市 3,144 729 2,415 23.2

葉  　山 葉 山 町 1,704 513 1,191 30.1

20,612 11,270 9,342 54.7

湘 　 南 平  　塚 平 塚 市 6,788 3,152 3,636 46.4

藤  　沢 藤 沢 市 6,957 4,754 2,203 68.3

茅 ヶ 崎 茅ヶ崎市 3,576 2,221 1,355 62.1

寒 川 町 1,342 698 644 52.0

4,918 2,919 1,999 59.4

秦  　野 秦 野 市 10,376 2,438 7,938 23.5

伊 勢 原 伊勢原市 5,556 1,179 4,377 21.2

大  　磯 大 磯 町 1,723 548 1,175 31.8

二  　宮 二 宮 町 908 434 474 47.8

37,226 15,424 21,802 41.4

県 　 央 相 模 原 相模原市 11,027 6,820 4,207 61.8

厚  　木 厚 木 市 9,384 3,173 6,211 33.8

大  　和 大 和 市 2,709 2,008 701 74.1

海 老 名 海老名市 2,659 1,440 1,219 54.2

座  　間 座 間 市 1,757 1,253 504 71.3

綾  　瀬 綾 瀬 市 2,214 1,028 1,186 46.4

愛  　川 愛 川 町 3,428 855 2,573 24.9

33,178 16,577 16,601 50.0

県 　 西 小 田 原 小田原市 11,380 2,802 8,578 24.6

南 足 柄 南足柄市 7,712 717 6,995 9.3

大 　 井 大 井 町 1,438 348 1,090 24.2

中 井 町 1,999 225 1,774 11.3

3,437 573 2,864 16.7

松  　田 松 田 町 571 198 373 34.7

開  　成 開 成 町 655 284 371 43.4

23,755 4,574 19,181 19.3

計 172,785 93,692 79,093 54.2

非線引き 山  　北 山 北 町 2,153

箱  　根 箱 根 町 9,286

湯 河 原 湯河原町 4,097

真 鶴 町 704

4,801

相模湖津久井 相模原市 10,677

計 26,917

合  計 30区域 32市町 199,702 93,692 79,093 46.9
※ 本表では、各都市圏域から非線引き都市計画区域を分けて記載しております。
※  相模原市は、線引き都市計画区域（相模原）と非線引き都市計画区域（相模湖津久井）があります。

都市計画区域、市街化区域及び市街化調整区域面積一覧

市 町 名

線引き都市計画区域　

非線引き都市計画区域

（平成29年4月1日現在）
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（２）地域地区 

 
地域地区は、都市計画区域内の土地をその利用目的によって区分し、建築物等について必要

な制限を課すことにより、土地の合理的な利用を図るものです。 
 

①用途地域 
 都市機能の維持増進、住環境の保護等を目的とした土地の合理的利用を図るため、建築物の

用途や容積率、建ぺい率、高さなどの形態に一定の制限を行う制度です。 
 
■容積率と建ぺい率 
  容積率とは、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をいい、この建築物の密度規制を

行うことにより、地域の公共施設の整備状況に見合う都市空間の効率的利用、日照、通風等

住環境の維持が可能となります。 
  建ぺい率とは、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合をいい、敷地内において一定の

広さの空地を確保することにより、良好な市街地環境を確保するとともに防火上の安全性の

向上等を図るための規制です。 
  容積率及び建ぺい率ともにその最高限度を用途制限と併せて定めており、商業地域の建ぺ

い率を除き、具体的には次表の中から選択して決めています。 
 
●用途地域別容積率と建ぺい率の制限 

 
用 途 地 域 容 積 率 （％） 建ぺい率（％） 

第一種低層住居専用地域 50   60   80  100  150  200 30  40  50  60 

第二種低層住居専用地域 50   60   80  100  150  200 30  40  50  60 

第一種中高層住居専用地域 100  150  200  300  400  500 30  40  50  60 

第二種中高層住居専用地域 100  150  200  300  400  500 30  40  50  60 

第一種住居地域 100  150  200  300  400  500 50  60  80 

第二種住居地域 100  150  200  300  400  500 50  60  80 

準住居地域 100  150  200  300  400  500 50  60  80 

近隣商業地域 100  150  200  300  400  500 60  80 

商業地域 200  300  400  500  600  700  800  900  1000  1100  1200  1300 80 

準工業地域 100  150  200  300  400  500 50  60  80 

工業地域 100  150  200  300  400   50  60 

工業専用地域 100  150  200  300  400   30  40  50  60 

 
■高さの制限 
  各建築物の採光、通風、開放性等を確保するため、用途地域に応じて建築物の高さについ

ての制限があります。 
 
■外壁の後退 
  第一種又は第二種低層住居専用地域において、良好な住環境の保護のため、外壁の後退距

離の限度を都市計画に定めることができます。 
  本県では、横浜市、川崎市及び箱根町で定めています。 

 
■建築物の敷地面積の最低限度 
  すべての用途地域において、良好な住環境の保護のため、建築物の敷地面積の最低限度を

都市計画に定めることができます。 
  本県では、横浜市、川崎市、茅ヶ崎市及び箱根町の第一種及び第二種低層住居専用地域で

定めています。 
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■12種類の用途地域のイメージ図と建築物の用途制限の概要 

    
低層住宅のための地域です。小

規模なお店や事務所をかねた住

宅や、小中学校などが建てられ

ます。 

主に低層住宅のための地域で

す。小中学校などのほか、150

㎡までの一定のお店などが建て

られます。 

中高層住宅のための地域です。

病院、大学、500㎡までの一定の

お店などが建てられます。 

主に中高層住宅のための地域で

す。病院、大学などのほか、l,500

㎡までの一定のお店や事務所な

ど必要な利便施設が建てられま

す。 

    
住居の環境を守るための地域で

す。3,000㎡までの店舗、事務所、

ホテルなどは建てられます。 

主に住居の環境を守るための地

域です。店舗、事務所、ホテル、

ぱちんこ屋、カラオケボックス

などは建てられます。 

道路の沿道において、自動車関

連施設などの立地と、これと調

和した住居の環境を保護するた

めの地域です。 

まわりの住民が日用品の買物な

どをするための地域です。住宅

や店舗のほかに小規模の工場も

建てられます。 

    
銀行、映画館、飲食店、百貨店

などが集まる地域です。住宅や

小規模の工場も建てられます。 

主に軽工業の工場やサービス施

設等が立地する地域です。危険

性、環境悪化が大きい工場のほ

かは、ほとんど建てられます。 

どんな工場でも建てられる地域

です。住宅やお店は建てられま

すが、学校、病院、ホテルなど

は建てられません。 

工場のための地域です。どんな

工場でも建てられますが、住宅、

お店、学校、病院、ホテルなど

は建てられません。 

 

■用途地域内の建築物の主な用途制限 
 

例           示 
第一種 

低層住居 

専用地域 

第二種 

低層住居 

専用地域 

第一種 

中高層住居 

専用地域 

第二種 

中高層住居 

専用地域 

第 一 種 

住居地域 

第 二 種 

住居地域 

準 住 居 

地  域 

近隣商業 

地  域 
商業地域 

準 工 業 

地  域 
工業地域 

工業専用 
地  域 

住宅、小規模の兼用住宅             

幼稚園、小・中・高等学校             

神社、寺院、教会、診療所             

病院、大学             
2階 以 下 か つ 床 面 積 150㎡ 以 内 の 店 舗、

飲食店 
           ▲ 

2階 以 下 か つ 床 面 積 500㎡ 以 内 の 店 舗、

飲食店 
           ▲ 

上記以外の物販販売業を営む店舗、飲食店 (※を除く)    ☆ ★        

上記以外の事務所等    ☆ ★        

ホテル、旅館     ★        

カラオケボックス（※を除く）             

劇場、映画館（※を除く）       ◇      
※  劇場、映画館、店舗、飲食店、遊技場等で、その用途に供

する部分の床面積の合計が10,000㎡を超えるもの 
            

キャバレー等             

2階以下かつ床面積300㎡以下の独立車庫             

倉庫業の倉庫、上記以外の独立車庫             

自動車修理工場     ◎ ◎ ○ ● ●    

危険性・環境悪化のおそれがやや多い工場             

危険性・環境悪化のおそれが多い工場             
 

（注）▲印については、物品販売店舗、飲食店は建てられません。         ◎印については、50㎡を超えるものは建てられません。 
   ☆印については、３階以上又は1,500㎡を超えるものは建てられません。 ○印については、150㎡を超えるものは建てられません。 
      ★印については、3,000㎡を超えるものは建てられません。             ●印については、300㎡を超えるものは建てられません。 
      ◇印については、客席部分が200㎡以上のものは建てられません。 

建てられるもの 通常建てられないもの 



　用 途 地 域 の 指 定 状 況 

都　　市

圏　　域

都市計画

区 域 名
市 町 名

第 一 種
低層住居
専用地域

第 二 種
低層住居
専用地域

第   一   種
中高層住居
専 用 地 域

第  二  種
中高層住居
専 用 地 域

第  一  種

住居地域

第 二 種

住居地域

準 住 居

地　　域

近隣商業

地　 　域
商業地域

準 工 業

地　 　域
工業地域

工業専用

地　 　域
 合　　計　

川崎・横浜 横  浜 横 浜 市 13,532 173 2,630 1,749 4,456 527 1,441 1,415 1,916 1,734 1,689 1,831 33,093

川  崎 川 崎 市 2,753 15 2,205 442 1,397 938 632 623 802 673 465 1,782 12,728

16,285 188 4,835 2,191 5,853 1,465 2,073 2,038 2,718 2,407 2,154 3,613 45,821

三浦半島 横須賀 横須賀市 1,782 11 1,972 94 712 84 180 160 681 457 494 6,627

鎌  倉 鎌 倉 市 1,294 515 1.7 268 108 23 86 31 77 133 33 2,569.7

逗  子 逗 子 市 502 59 1 197 15 38 18 1.9 831.9

三  浦 三 浦 市 186 109 245 79 34 19 38 19 729

葉  山 葉 山 町 296 80 2.4 128 7 513.4

4,060 11 2,735 99.1 1,550 286 23 345 228 797.9 609 527 11,271

湘 　 南 平  塚 平 塚 市 363 0.7 911 24 792 5.5 7.7 188 90 316 138 316 3,151.9

藤  沢 藤 沢 市 2,196 33 297 83 719 189 130 158 157 292 112 388 4,754

茅ヶ崎 茅ヶ崎市 555 5.3 819 43 381 47 9.7 63 27 124 47 100 2,221

寒 川 町 66 92 231 18.7 2.3 110 75 103 698

621 5.3 911 43 612 47 9.7 82 29 234 122 203 2,919

秦  野 秦 野 市 612 1.9 666 8.5 442 129 28 55 28 107 149 212 2,438.4

伊勢原 伊勢原市 312 216 33 199 104 24 40 83 102 66 1,179

大  磯 大 磯 町 175 126 136 24 48 30 9 548

二  宮 二 宮 町 135 110 1.5 152 3.5 24 2.4 6.1 434.5

4,414 40.9 3,237 193 3,052 502 175.4 578.7 344.3 1,064.4 632 1,191.1 15,424.8

県 　 央 相模原 相模原市 1,672 16 1,293 307 1,152 435 81 270 196 454 311 415 6,602

厚  木 厚 木 市 404 555 41 734 188 44 71 103 510 353 190 3,193

大  和 大 和 市 705 163 537 34 43 102 45 321 58 2,008

海老名 海老名市 178 121 20 662 15 28 45 166 143 62 1,440

座  間 座 間 市 310 301 280 16 10 41 12 75 125 83 1,253

綾  瀬 綾 瀬 市 130 0.6 341 13 183 33 17 94 71 145 1,027.6

愛  川 愛 川 町 71 180 3.4 40 28 11 295 43 184 855.4

3,470 16.6 2,954 384.4 3,588 716 211 540 401 1,915 1,104 1,079 16,379

県 　 西 小田原 小田原市 235 602 954 46 101 200 83 156 358 67 2,802

南足柄 南足柄市 240 159 5.9 131 13 2.8 42 14 109 716.7

大  井 大 井 町 61 131 36 31 26 30 3 23 7 348

中 井 町 1.6 45 45 9 29 33 62 224.6

63 176 36 76 35 30 3 52 40 62 572.6

松  田 松 田 町 56 124 9 6 2.7 197.7

開  成 開 成 町 20 35 39 128 15 3.4 9 19 15 283.4

558 35 1,032 42 1,413 81 131 240 95 262 431 253 4,572.4

28,786.6 291.5 14,793 2,909.4 15,456 3,050 2,613.4 3,741.7 3,786.5 6,446 4,930 6,663.1 93,468.2

非線引き 山  北 山 北 町 54 196 5 4 56 22 337

箱  根 箱 根 町 288 471 25 490 28 110 1,412

湯河原 湯河原町 13 182 25 21 3 152 3 399

真 鶴 町 38.6 55.2 16 22 131.8

38.6 13 237 25 21 19 152 25 530.8

相模湖
津久井

相模原市 148 291 9 199 18 26 83 26 800

436 471 408.6 22 1,122.2 43 21 78 349 107 22 0 3,079.8

合  計 30区域 32市町 29,222.6 762.5 15,201.6 2,931.4 16,578.2 3,093.0 2,634.4 3,819.7 4,135.5 6,553 4,952 6,663.1 96,548

（注）都市計画法で定める都市計画の図書（計画書）に表示された数値を引用しております。
 ※ 本表では、各都市圏域から非線引き都市計画区域を分けて記載しております。
  ※  相模原市は、線引き都市計画区域（相模原）と非線引き都市計画区域（相模湖津久井）があります。

（平成29年4月1日現在）　（単位 ha）

線 引 き 市 町 計

非 線 引 き 市 町 計
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②特別用途地区 
  特別用途地区は、基本となる用途地域による用途規制を補完して、地域の特性を生かし、土

地利用の増進、環境保護などを図るためのものであり、条例によって建築物の制限を細かく定

めるものです。 

                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○特別工業地区 横浜市、川崎市、相模原市、愛川町、箱根町   593.0ha 

○事務所地区  座間市                   2.8ha 

○観光地区   箱根町、湯河原町                      1,109.0ha 

○特別業務地区 厚木市                  67.0ha 

○横浜都心機能誘導地区 横浜市                          188.0ha 

○邸園文化交流地区   大磯町              11.0ha 

    計           9市町                    1,970.8ha 

 
③高度地区 
 高度地区は、市街地の環境を維持し又は土地利用の増進を図るため、建築物の高さの最高限

度又は最低限度を定めるものです。 

                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○最低限度 横浜市                     83ha 

○最高限度 横浜市ほか12市町             54,605ha 

 
④高度利用地区 
高度利用地区は、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図るために建築物

の容積率の最高限度及び最低限度、建ぺい率の最高限度、建築面積の最低限度並びに壁面の位

置の制限を定めるものです。 
                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 ○横浜市ほか12市        60地区           86.5ha 

 
⑤特定街区 
 特定街区は、市街地の整備改善を図るため、街区の整備又は造成が行われる地区について、

基本となる用途規制とは別にその街区内における容積率、建築物の高さの最高限度及び壁面の

位置の制限を定めるものです。 
                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 ○横浜市、川崎市         8地区            19.5ha 

 
⑥都市再生特別地区 
 都市再生特別地区は、都市再生緊急整備地域のうち、都市の再生に貢献し、土地の合理的か

つ健全な高度利用を図る地区として、建築物の誘導すべき用途、容積率の最高限度及び最低限

度、建ぺい率の最高限度、建築面積の最低限度、建築物の高さの最高限度並びに壁面の位置の

制限を定めるものです。 
                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 ○横浜市              ３地区              8.8ha 
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⑦防火地域又は準防火地域 
 防火地域又は準防火地域は、市街地における火災・延焼の危険を防除するため、建築物を構造面

から規制するもので、地域による集団的な指定を原則として定めるものです。 
 これらの地域においては、建築基準法により一定の建築物を耐火建築物又は準耐火建築物等にし

なければならないこととされています。 

                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○防 火 地 域             19市町                 2,944.5ha 

○準防火地域          30市町        48,996.0ha 

 
⑧景観地区 
 景観地区は、景観法に基づく景観計画に比べ、より積極的に良好な景観の形成を図っていくこと

を可能とする制度であり、都市計画において建築物の形態意匠の制限を定めるとともに、建築物の

高さの最高限度若しくは最低限度、壁面の位置の制限又は建築物の敷地面積の最低限度のうち必要

なものを定めるものです。 

                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○藤沢市、鎌倉市           4地区             295.1ha 

 
⑨風致地区 
 風致地区は、都市における樹林地、海浜地などの良好な自然的景観及びそれと一体となった史跡

名勝等を含む区域の環境を保全し、良好な都市環境を維持することを目的として定めるものです。 

 この地区に指定されると、建築物の建築や宅地の造成、木竹の伐採などの行為を行うときには、

県又は市町村の定める条例により、許可が必要になります。 

                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか13市町        51地区         14,977.1ha 

 
⑩駐車場整備地区 
駐車場整備地区は、自動車交通がふくそうする地区又は当該地区の周辺の地域内において定める

ものです。 
また、駐車場整備地区が指定された場合は、市町村は駐車場整備計画を定めるとともに、必要な

路外駐車場を都市計画に定めていくこととなっています。 
                                        （H29.4.1） 
本県の都市計画 

決 定 状 況 ○横浜市ほか7市         15地区 

 
⑪臨港地区 
 臨港地区は、港湾の機能を効率的に発揮させ、港湾の管理運営の円滑化を図るために定めるもの

です。 
                                        （H29.4.1） 
本県の都市計画 

決 定 状 況 ○横浜市、川崎市、横須賀市、藤沢市、葉山町、大磯町、真鶴町   7地区 
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⑫歴史的風土特別保存地区 

   歴史的風土特別保存地区は、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」により、歴史的

建造物、遺跡などが周囲の自然環境と一体となって古都の伝統と文化を具現又は形成している土地とし

て定められ、歴史的風土保存区域内において枢要な部分を構成している地域について定めるものです。 

   この地区に指定されると、建築物の建築や宅地造成、木竹の伐採等の行為は厳しく規制されます。 

                                            （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○鎌倉市                    13地区             573.6ha 

 

⑬特別緑地保全地区等 
   特別緑地保全地区は、都市計画区域内の緑地（樹林地、草地及び水辺など良好な自然環境を形成して

いるもの）で緩衝地帯、避難地帯となっているもの、住民の健全な生活環境を確保するため必要なもの

などについて定めるものです。 
この地区では、都市緑地法等により、建築物の建築や宅地造成、木竹の伐採等の行為は厳しく規制さ

れます。 
                                            （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○横浜市ほか13市町            250地区                  1,537ha 

（うち、近郊緑地特別保全地区      10地区                  844.2ha） 

 

⑭緑化地域 
   緑化地域は、緑化を推進する必要がある区域について、緑化率（植栽、花壇等の面積の敷地面積に対

する割合）の最低限度を定めるものです。 
                                            （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 ○横浜市                    1地区          24,508ha 

 
⑮生産緑地地区 

   生産緑地地区は、市街化区域内の保全する農地のうち、一定の要件に該当するものについて定めるも

のです。 

   生産緑地地区に指定された農地は、税制の優遇を受ける反面、農地として管理を義務づけられること

や、建築物の新築ができないなど土地利用に制限がかかります。 

                                            （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか18市              8,564箇所          1,336.1ha 

 

（３）促進区域 
 

促進区域は、土地所有者等の権利者による計画的市街地整備を促進し、良好な土地利用を実現するた

めに定められる区域です。促進区域に指定されると、土地所有者等に一定期間内に計画的市街地整備を

行うことが義務づけられます。 

                                            （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○市街地再開発促進区域   川崎市、厚木市   2地区        2.7ha 

○土地区画整理促進区域   横浜市ほか12市  32地区     1,163.5ha 
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（４）遊休土地転換利用促進地区 

 

   遊休土地転換利用促進地区は、工場跡地等の低・未利用地のうち、一定の要件に該当するものに

ついて、有効利用を促進するために定めるものです。 

   この地区に指定され、一定期間内に有効利用がなされないと、利用計画の届出、当該土地の買取

り協議の対象となります。 

 

（５）被災市街地復興推進地域 

 

平成７年の阪神・淡路大震災を契機に、都市計画法の一部が改正されて制定された制度で、被災

市街地の復興推進のために定められる地域です。 

これが指定されると、復興のための土地区画整理事業に各種の特例が適用されるなど、災害に強

いまちづくりを進めやすくなります。 

 

Ⅳ 都市施設 
 
（１）道路 
 

都市計画道路の種別としては、自動車専用道路、幹線街路、区画街路及び特殊街路があり、その内

容は次のとおりです。 
 

種  別 内    容 

自動車専用道路 
都市高速道路、都市間高速道路、一般自動車道等専ら自動車の交通の用に供

する道路 

幹 線 街 路 都市内におけるまとまった交通を受け持つとともに、都市の骨格を形成する道路 

区 画 街 路 地区における宅地の利用に供するための道路 

特 殊 街 路 

（ア） 専ら歩行者、自転車又は自転車及び歩行者のそれぞれの交通の用に供

する道路 

（イ） 専ら都市モノレール等の交通の用に供する道路 

 

＜本県の都市計画決定状況＞                          （H29.4.1） 

種  別 都市計画区域数 市町村数 路線数 路線延長（㎞） 

自動車専用道路 20 21  43   294.5 

幹線街路 29 29 786 2,260.8 

区画街路  9  9  45    18.2 

特殊街路（歩行者専用道等）  9  9  85    44.1 

特殊街路（都市モノレール専用道等）  1  1   1    10.9 

横浜市ほか30市町           960路線        路線延長2,628.5㎞ 
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（２）都市高速鉄道 

 

①新設鉄道 

   本県では、新設する鉄道のうち、事業主体が地方公共団体又は地方公共団体が出資する第３セク

ターであるものについて都市計画決定しています。 

  

   ＜本県の都市計画決定状況＞                        （H29.4.1） 

都 市 名 名  称 延 長（㎞） 備  考 

横 浜 市 

市営地下鉄１号線 

市営地下鉄３号線 

市営地下鉄４号線 

みなとみらい21線 

第６号相鉄・ＪＲ直通線 

第７号相鉄・東急直通線 

18.74 

20.91 

13.12 

 4.35 

 3.03 

 9.98 

関内～戸塚～藤沢市境 

関内～あざみ野 

日吉～中山 

元町・中華街～横浜 

西谷～羽沢 

羽沢～新横浜～新綱島 

藤 沢 市 都市高速鉄道１号線  1.04 横浜市境～湘南台 

 

②連続立体交差事業 

   鉄道と道路の平面交差踏切を除却するため、道路が鉄道を高架又は地下道で交差するかわりに、

鉄道を一定区間連続して高架又は地下化するものについて、都市計画決定しています。 

 

＜本県の都市計画決定状況＞                        （H29.4.1） 

都 市 名 名  称 延 長（㎞） 備  考 

横 浜 市 
京浜急行湘南線 

相模鉄道本線 

 2.70 

 1.94 
川崎市境～花月園 

天王町～星川 

川 崎 市 

京浜急行湘南線 

ＪＲ南武線 

京浜急行大師線 

 1.28 

 5.40 

 5.04 

八丁綴～横浜市境 

武蔵小杉～武蔵新城、都境 

京急川崎～小島新田 

厚 木 市 小田急小田原線  3.79 海老名市境～愛甲石田 

海老名市 小田急小田原線  0.27 厚木～厚木市境 

大 和 市 相模鉄道本線  2.74 横浜市境～相模大塚 

 

③新交通システム及び都市モノレール 

   バスと鉄道の中間の輸送力とサービス水準をもち、都市交通対策を進める上でも有効な交通機関

です。本県では、新交通システムとして、金沢シーサイドラインが都市計画決定されており、平成

元年７月から運行を開始しています。 

 

＜本県の都市計画決定状況＞                        （H29.4.1） 

都 市 名 名  称 延 長（㎞） 備  考 

横 浜 市 金沢シーサイドライン 10.90 新杉田～金沢八景 
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（３）公園緑地等 

 

   公園緑地等は、道路等と一体となって都市の骨格を形成し、あるいは良好な風致、景観を備えた

地域環境を形成するとともに、スポーツ・レクリエーションの場の提供、災害時の被害の緩衝、ま

た、避難・救護活動の場の提供、さらには大気の浄化、浮遊ばいじんの捕捉、防音、遮熱など非常

に多く複合した機能を有する都市の根幹的な施設です。 

   都市計画では、これらの目的の公共的なオープンスペースを公園、緑地、広場、墓園及びその他

の公共空地に分類して定めています。 

  

  ①公園 

  ＜都市計画公園の種別と配置及び規模の基準＞ 

   ・街区公園  主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

          誘致距離250ｍの範囲内に１箇所、面積0.25haを標準として配置する。 

   ・近隣公園  主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

          誘致距離500ｍの範囲内に１箇所、面積2haを標準として配置する。 

・地区公園  主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

          誘致距離1㎞の範囲内に１箇所、面積4haを標準として配置する。 

・総合公園  主として一の市町村の区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動など 

      総合的な利用に供することを目的とする公園 

          都市規模に応じ、おおむね10ha以上を標準として配置する。 

・運動公園  主として運動の用に供することを目的とする公園 

          都市規模に応じ、おおむね15ha以上を標準として配置する。 

・特殊公園  (ア)主として風致の享受の用に供することを目的とする公園（風致公園） 

       (イ)動物公園、植物公園、歴史公園その他特殊な利用を目的とする公園 

   ・広域公園  一の市町村の区域を越える広域の区域を対象とし、休息、観賞、散歩、遊戯、運

動等総合的な利用に供することを目的とする公園 

          標準規模は、おおむね50ha以上とする。 

 

＜本県の都市計画決定状況＞                        （H29.4.1） 

種  別 箇 所 数 面 積（ha） 種  別 箇 所 数 面 積（ha） 

街区公園 1,941  435.98 運動公園 28  440.80 

近隣公園   230  397.22 風致公園 38  739.80 

地区公園   54 273.90 特殊公園 16   67.20 

総合公園   40 722.90 広域公園 11  799.10 

横浜市ほか31市町        2,358箇所           3,876.9ha 
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②緑地                                       （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか15市町            115箇所           1,243.6ha 

 

③広場                                     （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市                          1箇所                    0.2ha 

 

④墓園                                     （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○川崎市、相模原市、横須賀市、平塚市、藤沢市、小田原市   7箇所  251.1ha 

 

（４）下水道 

 

下水道は、家庭や工場からの汚水を処理することにより生活環境を改善し、河川や湖沼、海など

の水質を保全する機能、また、雨水を速やかに排除し都市の浸水を防止する機能があり、都市の重

要な施設です。 

下水道は、下水を排除するための管渠や水路、これに接続して汚水を処理するための処理施設及

びこれらを補完するポンプ施設などにより構成されます。 

下水道には、公共下水道、流域下水道及び都市下水路の３種類があります。 

 

①公共下水道 

  公共下水道は、主として市街地における下水（汚水及び雨水）を速やかに排除又は処理するもの

で、その事業主体は原則として市町村です。 

 公共下水道には、終末処理場を持つもの（単独公共下水道）と、終末処理場を持たないもの（流

域関連公共下水道）があり、後者の汚水は流域下水道の終末処理場で処理されます。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○清川村を除く全市町     おおむねの排水区域    102,496ha 

 

②流域下水道 

  流域下水道は、２以上の市町村の公共下水道から汚水を受けて、これを終末処理場で処理する機

能を持った下水道で、その事業主体は原則として県です。             （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○相模川流域下水道   相模原市ほか11市町 

○酒匂川流域下水道   小田原市ほか 9市町 

 

③都市下水路 

都市下水路は、市街化区域の雨水を速やかに排除し、浸水を防止する目的を持った下水道で、そ

の事業主体は原則として市町村です。 

都市下水路は、公共下水道計画が未策定であったり、公共下水道事業が当面実施されない地域に

あって、特に浸水被害の発生する恐れが大きい地区について実施されるものです。 

その後、その排水区域が公共下水道の事業区域に含まれると、公共下水道の雨水管渠に切り替え

られ、本県では、すべての都市下水路が公共下水道に切り替わっています。 
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（５）河川 

 

都市計画河川は、土地区画整理事業に併せて整備を行う河川等、周辺の都市的土地利用と一体的に

整備すべき河川について定めています。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか10市町       39箇所             155.3㎞ 

 

（６）その他の主な都市施設 

 

①市場 

市場は、生産者と消費者間を結ぶ流通機構の一環として青果物、水産物、食肉等の卸売をする市

場で、中央卸売市場、地方卸売市場などがあります。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか8市         13箇所                 78ha 

 

この他に、建築基準法第51条ただし書の規定に基づき、横浜市、大井町などで民営の市場が許

可されています。 

 

②と畜場 

と畜場は、と畜場法に基づき食肉を供給するため牛、馬、豚等をとさつ解体する施設です。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○厚木市               1箇所                1.4ha 

 

③火葬場 

火葬場は、複数の市町により運営したり、隣接の市町に火葬場を依存している例もあります。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか12市町        16箇所              46.6ha 

 

④汚物処理場 

し尿処理は、環境その他の面からも基本的には下水道によって行うことが効果的ですが、下水道を整

備中の地域や整備が行われていない地域については、汚物処理場で処理が行われています。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○川崎市ほか15市町       16箇所              26.5ha 
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⑤ごみ焼却場（ごみ処理場） 

都市から排出されるごみは、発生量が減るような工夫がされていますが、人口の増加や生活様式

の変化などに伴い、その量は年々増加しており、また、その種類も多様化してきています。これら

のごみについては、焼却・減量・分別されたのち埋立てられますが、現在では、ごみの一部を再利

用する施設も多くみられます。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか29市町           52箇所             

 

⑥地域冷暖房施設 

地域冷暖房施設とは、各戸別に行われている冷房や暖房を地域レベルで冷暖房が可能となるプラ

ントを設置し、地域内施設の一切の冷暖房を行おうとするものです。 

この施設により、大気汚染の防止、生活環境の改善、都市災害の防止、建築物の有効利用と保守

管理の合理化、エネルギーの有効利用などの多面的効果が期待できます。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市（みなとみらい21地区ほか）   3箇所 

 

⑦ごみ運搬用管路 

   ごみ運搬用管路とは、対象施設から排出されたごみを道路等に敷設した輸送管路により収集施設

まで導き、効率的、衛生的な処理を行う施設です。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市（みなとみらい21地区）     1箇所 

 

⑧駐車場 

   駐車場には、自動車駐車場及び自転車駐車場があります。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○自動車駐車場  横浜市ほか10市町  25箇所 

○自転車駐車場  横浜市ほか 8市町  34箇所 

 

⑨一団地の住宅施設 

  一団地の住宅施設とは、住宅と公共・公益施設を一体的に整備することにより、住環境に恵まれ

た良好な住宅市街地の形成を図るものです。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市、川崎市             4箇所 
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Ⅴ 市街地開発事業 
  
（１）土地区画整理事業 
 

土地区画整理事業は、道路・公園・下水道など公共施設の整備又は改善と、宅地の利用増進を図

るため、土地区画整理法に基づき行われる事業ですが、既成市街地を対象とする都市改造型のもの

と、新市街地を対象とする宅地供給型のものに大別されるほか、商業地の再整備、工業団地の造成

など、土地の利用目的を問わず幅広く活用されています。 
土地区画整理事業は、都市の基盤整備を図る上で非常に効果的かつ合理的な市街地整備手法です。 

 
 

＜事業施行中箇所表＞                            （H29.4.1） 

区  分 
県 全 体 政令市 政令市以外 

地区数 面積（ha） 地区数 面積（ha） 地区数 面積（ha） 

個 人 施 行 3 4.58 1 1.53 2 3.05 

組 合 施 行 12 259.92 2 38.44 10 221.48 

公 共 団 体 施 行 11  522.52 5 84.30 6 438.22 

合   計 26 787.02 8 124.27 18 662.75 

 

   ※ 本表は、土地区画整理法に基づいて事業施行中の箇所であり、都市計画決定していない箇所

も含みます。 

 

 

（２）市街地再開発事業 

   

   市街地再開発事業は、都市再開発法に基づき行われる事業で、低層の木造建築物が密集し、住環

境の悪化した市街地や公共施設が不十分で都市機能が十分発揮されない地区等において、建築物の

不燃化と街路、公園、緑地などのオープンスペースを確保し、市街地の健全な高度利用と都市機能

の更新を図るものです。 

  市街地再開発事業には、権利変換方式による第一種事業と、用地買収方式による第二種事業とが

あります。 

                                          （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 

○第一種市街地再開発事業  横浜市ほか12市  61地区   約76.5ha 

○第二種市街地再開発事業  横浜市       3地区   約11.3ha 
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Ⅵ 地区計画等 
 

（１）地区計画 
 

   地区レベルのまちづくりの要請にこたえ、住民の生活に結びついた地区を単位として、建築

物等の用途、建ぺい率・容積率、高さなどの制限及び道路、公園などの配置等について地区の

特性に応じてきめ細かく定めることによって、良好な市街地環境の形成又は保持を図るもので

す。 

                                        （H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市ほか29市町    436箇所               6,391.7ha 

 

（再開発等促進区） 

   平成14年の都市計画法改正によって創設された制度※で、工場跡地等の低・未利用地などを

高度利用させる場合や、住居専用地域内の農地等を住宅市街地へと一体的に変換させる場合な

ど、道路、公園などの公共施設の整備と併せて、建築物等の用途、建ぺい率・容積率、高さな

どの制限を緩和することによって、一体的かつ総合的な市街地の再開発又は開発整備を誘導す

るものです。                                            

（H29.4.1） 

本県の都市計画 

決 定 状 況 
○横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、藤沢市、茅ヶ崎市、厚木市、海老名市、座間市  29箇所  276.0ha 

 

※ 従前の「再開発地区計画」及び「住宅地高度利用地区計画」は、その地区計画区域全部に

再開発等促進区が定められているものとみなされています。 
 
（開発整備促進区） 

   平成18年の都市計画法改正（平成19年11月30日施行）によって創設された制度で、大規

模な集客施設の立地が原則として制限される第二種住居地域、準住居地域若しくは工業地域又

は非線引き都市計画区域の用途地域の指定のない地域において、適正な配置及び規模の公共施

設の整備を図りつつ、建築物又はその敷地に関する必要な制限を一体的に講じることにより、

用途制限の緩和を認め、大規模な集客施設の立地ができるものです。 
 
（２）防災街区整備地区計画 
 
   密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律に基づいて、密集市街地において道

路やその周辺の耐火建築物等が一体となって延焼防止機能及び避難機能を確保するとともに、

合理的で健全な土地利用を図るものです。 
 

（３）歴史的風致維持向上地区計画 
   

地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律に基づいて、用途地域による用途の制

限にかかわらず、歴史的風致にふさわしい用途として、歴史的な建造物を利活用することによ

り、当該地域の歴史的風致の維持向上と合理的で健全な土地利用を図るものです。 
 
（４）沿道地区計画 
   

幹線道路の沿道の整備に関する法律に基づいて、道路交通騒音の著しい幹線道路の沿道地区

で、騒音による障害の防止と沿道の適正かつ合理的な土地利用を促進するためのものです。 
 
（５）集落地区計画 
   

集落地域整備法に基づいて、市街化調整区域等の集落地域について、地域特性にふさわしい

整備と保全を行い、営農条件と都市環境との調和のとれた良好な居住環境の確保と適正な土地

利用を図るものです。 
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横 　 浜 横 浜 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

川  　崎 川 崎 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

相 模 原 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

横 須 賀 横須賀市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平  　塚 平 塚 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鎌  　倉 鎌 倉 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

藤  　沢 藤 沢 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 田 原 小田原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茅 ヶ 崎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茅ヶ崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

寒 川 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

逗  　子 逗 子 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三  　浦 三 浦 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

秦  　野 秦 野 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

厚  　木 厚 木 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

海 老 名 海老名市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大  　和 大 和 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

伊 勢 原 伊勢原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

座  　間 座 間 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

南 足 柄 南足柄市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

綾  　瀬 綾 瀬 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

葉  　山 葉 山 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大  　磯 大 磯 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

二  　宮 二 宮 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 　 井 大 井 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 井 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

松  　田 松 田 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

開  　成 開 成 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛  　川 愛 川 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山  　北 山 北 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

箱  　根 箱 根 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

湯 河 原 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

湯河原町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

真 鶴 町 ○ ○ ○ ○ ○

相模湖津久井 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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横 　 浜 横 浜 市 ○ ○ ○ ○ ○

川  　崎 川 崎 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

相 模 原 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○

横 須 賀 横須賀市 ○ ○ ○ ○

平  　塚 平 塚 市 ○ ○ ○

鎌  　倉 鎌 倉 市 ○ ○ ○

藤  　沢 藤 沢 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

小 田 原 小田原市 ○ ○ ○ ○

茅 ヶ 崎 ○ ○ ○ ○

茅ヶ崎市 ○ ○ ○ ○

寒 川 町 ○ ○

逗  　子 逗 子 市 ○

三  　浦 三 浦 市 ○ ○

秦  　野 秦 野 市 ○ ○ ○

厚  　木 厚 木 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

海 老 名 海老名市 ○ ○ ○ ○

大  　和 大 和 市 ○ ○ ○

伊 勢 原 伊勢原市 ○ ○ ○ ○ ○

座  　間 座 間 市 ○ ○

南 足 柄 南足柄市 ○ ○ ○ ○ ○

綾  　瀬 綾 瀬 市 ○ ○ ○

葉  　山 葉 山 町 ○

大  　磯 大 磯 町 ○ ○

二  　宮 二 宮 町 ○ ○

○ ○

大 　 井 大 井 町 ○ ○

中 井 町 ○ ○

松  　田 松 田 町 ○

開  　成 開 成 町 ○ ○

愛  　川 愛 川 町 ○

山  　北 山 北 町 ○

箱  　根 箱 根 町 ○

湯 河 原 ○ ○

湯河原町 ○ ○

真 鶴 町 ○

相模湖津久井 相模原市 ○ ○
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横 　 浜 横 浜 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

川  　崎 川 崎 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

相 模 原 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○

横 須 賀 横須賀市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平  　塚 平 塚 市 ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○

鎌  　倉 鎌 倉 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

藤  　沢 藤 沢 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○ ○

小 田 原 小田原市 ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

茅 ヶ 崎 ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○ ○

茅ヶ崎市 ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○

寒 川 町 ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○

逗  　子 逗 子 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

三  　浦 三 浦 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

秦  　野 秦 野 市 ○ ○ ○ 流○ ○ ○

厚  　木 厚 木 市 ○ ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

海 老 名 海老名市 ○ ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○

大  　和 大 和 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ｄ

伊 勢 原 伊勢原市 ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○

座  　間 座 間 市 ○ ○ 流○ Ｄ

南 足 柄 南足柄市 ○ ○ 流○ ○ ○

綾  　瀬 綾 瀬 市 ○ ○ ○ 流○

葉  　山 葉 山 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大  　磯 大 磯 町 ○ ○ ○ ○ 流○ ○ ○

二  　宮 二 宮 町 ○ ○ ○ 流○ ○ ○

○ ○ 流○ Ａ

大 　 井 大 井 町 ○ ○ 流○ Ａ

中 井 町 ○ ○ 流○ Ａ

松  　田 松 田 町 ○ ○ 流○ Ａ

開  　成 開 成 町 ○ ○ 流○ Ｂ

愛  　川 愛 川 町 ○ ○ 流○ ○ ○ ○

山  　北 山 北 町 ○ ○ 流○ Ｂ

箱  　根 箱 根 町 ○ ○ ○ ○ 流○ ○

湯 河 原 ○ ○ ○ Ｃ ○

湯河原町 ○ ○ ○ Ｃ

真 鶴 町 ○ ○ Ｃ ○

相模湖津久井 相模原市 ○ ○ 流○ ○ ○

※ 記号Ａ～Ｄは、同一施設をそれぞれ複数の市町で決定していることを示します。

※ 下水道の「流」は流域下水道を示します。

都市計画
区　　域

市 町 名

都 市 計 画 施 設 種 別

（２）都市計画施設決定状況一覧
（平成29年4月1日現在）
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市 主管課名 電話番号 町 主管課名 電話番号

横 浜 市 都 市 計 画 課 (045)671-2657 葉 山 町 都 市 計 画 課 (046)876-1111

川 崎 市 都 市 計 画 課 (044)200-2711 寒 川 町 都 市 計 画 課 (0467)74-1111

相模原市 都 市 計 画 課 (042)769-8247 大 磯 町 都 市 計 画 課 (0463)61-4100

横須賀市 都 市 計 画 課 (046)822-8306 二 宮 町 都 市 整 備 課 (0463)71-3311

平 塚 市 まちづくり政策課 (0463)23-1111 中 井 町 ま ち 整 備 課 (0465)81-3901

鎌 倉 市 都 市 計 画 課 (0467)23-3000 大 井 町 都 市 整 備 課 (0465)85-5014

藤 沢 市 都 市 計 画 課 (0466)25-1111 松 田 町 まち づく り課 (0465)84-1332

小田原市 都 市 計 画 課 (0465)33-1571 山 北 町 都 市 整 備 課 (0465)75-3647

茅ヶ崎市 都 市 計 画 課 (0467)82-1111 開 成 町 街づくり推進課 (0465)84-0321

逗 子 市 環 境 都 市 課 (046)873-1111 箱 根 町 都 市 整 備 課 (0460)85-9566

三 浦 市 都 市 計 画 課 (046)882-1111 真 鶴 町 まち づく り課 (0465)68-1131

秦 野 市 都 市 政 策 課 (0463)82-9643 湯河原町 まち づく り課 (0465)63-2111

厚 木 市 都 市 計 画 課 (046)225-2401 愛 川 町 都 市 施 設 課 (046)285-2111

大 和 市 街づくり計画課 (046)263-1111

伊勢原市 都 市 政 策 課 (0463)94-4711

海老名市 都 市 計 画 課 (046)235-9391

座 間 市 都 市 計 画 課 (046)255-1111

南足柄市 都 市 計 画 課 (0465)73-8026

綾 瀬 市 都 市 計 画 課 (0467)70-5625

内線番号 6175～7

6178～9

6195～8/6188計 画 グ ル ー プ

神奈川県市町都市計画主管課一覧

神奈川県県土整備局都市部都市計画課　　電話：(045)210－1111（代）

調 整 グ ル ー プ

都市企画グループ
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神奈川県都市計画審議会の公開 

 

神奈川県都市計画審議会は、原則として公開し、傍聴することができます。 

（個人のプライバシーに関する案件等があるときは、会議が一部非公開となることが

あります。） 

 

傍聴に関しては、次にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、審議会の公開等に関しては、県のホームページ(｢附属機関の概要｣神奈川県都市計画

審議会)もご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本冊子は、平成29年４月１日現在を基準に作成しています。 

なお、今後、都市計画法等の改正に伴い、本冊子の記載内容に変更が生じた際には、 

県のホームページでお知らせします。 

 

ホームページアドレス 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f284/ 

  

 

 

 問い合わせ 

 県土整備局都市部 都市計画課 調整グループ 

(045)210-6175 

ホームページアドレス 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f290/ 

http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f284/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 神奈川県 
県土整備局都市部 都市計画課 

横浜市中区日本大通１ 〒231-8588 電話(045）210-6175 


